
 

敬老関連事業について 

介護長寿課 高齢者福祉係　☎973-3208 

市では、高齢者の通いの場、『高齢者交流サロン』の設
置運営を推進・支援しています。より多くの団体支援
を可能にするため、今年度より要件を改正しました。
（HPに詳細記載）令和7年度は、「与那城
ほがらか倶楽部」、「大原団地いきいき
会」の2団体がサロン活動を行いました。

サロンに「参加したい！」「自分たちもやりたい！」
その時は、ぜひ下記へお問い合わせください。また、う
るま市HPにて詳細をご確認いただけます。

※年齢要件の他、住居要件等を確認し対象者を決定しております。
※対象者には案内通知を送付いたします。詳細は通知書にてご確認ください。

【対象者】

トーカチ　（満87歳）
カジマヤー（満96歳）
新百歳　　（満100歳）
百歳以上　（101歳以上）

昭和14年4月1日～昭和15年3月31日生まれ
昭和5年4月1日～昭和6年3月31日生まれ
大正15年4月1日～昭和2年3月31日生まれ
大正15年3月31日以前にお生まれの方　※祝金のみ

セラバンド体操
（与那城ほがらか倶楽部）

生き生き百歳体操
（大原団地いきいき会）

市では、 「トーカチ」 「カジマヤー」 「新百歳」 を迎えられる方に慶祝記念品および敬老祝金の支給を行っております。
今年度の支給対象者は下記のとおりです。

“高齢者交流サロン”
はじめませんか？

HP

 

問　財務政策課　☎973-6753

令和８年度は、「第２次うるま市総合計画・後期基本計画」の5年目となり、市民が互いに支えあい協働によるまちづく
りを実践し、まちの将来像「愛してます　住みよいまち　うるま」の実現に取り組んでいくための重要な時期になりま
す。そのような中、財政運営の健全化を図りつつ、少子高齢化などを背景とする社会保障等を充実させる一方、物価高騰
に対する支援として、全世帯を対象にした第2弾まんまうるまクーポン事業、子育て世代への支援強化のため小・中学
校の学校給食無償化等を実施いたします。令和８年度の一般会計予算の総額は904億6,761万円で、前年度当初予算と
比較して72億8,519万円、率にして8.8％の増額となっております。
　歳入については、市税等の自主財源が歳入総額の25％、地方交付税及び国庫支出金等の依存財源は75％となってい
ます。自主財源においては市税が前年度と比較して3.2％の増額を見込んでいます。
　歳出については、行政サービスを目的別で分類した経費で見ると「福祉や医療などの経費（民生費）」や「学校教育や生
涯学習などの経費（教育費）」が大きな割合を占めています。
　うるま市では行財政改革の視点に立ち、事務事業の見直し等による経費の圧縮や市民税などの徴収率の向上による
自主財源の確保に取り組んでいますが、歳入における自主財源の割合が低い中、多様化する市民ニーズと地域課題に対
応するため、市の貯金である財政調整基金を約20億円取り崩して予算収支の均衡を保つなど、依然として厳しい予算
編成となっています。

うるま市の予算
第187回うるま市議会定例会で、令和8年度の一般会計予算および特別会計等の予算が可決されました。
予算規模は、1,303億8,395万円で、前年度当初予算に比べ4.7％の増額となっています。

特
別
会
計

区 分 令和8年度当初予算額 令和7年度当初予算額 比較 伸率

一般会計予算 904 億 6,761 万円

令和8年度

（単位：万円）

9,046,761
1,623,500
1,178,451
182,584

26,893

3,011,428
550,193
430,013

13,038,395

8,318,242
1,606,065
1,201,887
163,613

234,763

3,206,328
437,282
489,824

12,451,676

728,519
17,435

△ 23,436
18,971

△ 207,870

△ 194,900
112,911
△ 59,811
586,719

8.8%
1.1%
△1.9%
11.6%

△88.5%

△6.1%
25.8%
△12.2%
4.7%

国民健康保険特別会計
介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

水 道 事 業 会 計
下 水 道 事 業 会 計
合 計 ( 予 算 規 模 )
 

一般会計

小 計

※端数処理のため、比較及び合計の予算額が合わないこともあります。

このうち一般会計予算を目的別と性質別に分けて分析すると、次の円グラフのとおりになります。
※円グラフの内側が性質別で、外側が目的別の構成になります。

沖縄県消防通信指令施設
運営協議会事業特別会計

一般会計予算の特徴

その他
地方譲与税等
46億9,560万円

5.2%
市税 
144億253万円
15.9%

総務費 
69億3,780万円
7.7%

人件費
11.6%

扶助費
33.9%

公債費
6.0%

普通建設
事業費
20.1％ 

その他
28.4%

民生費 
419億3,995万円
46.4%

土木費
67億9,824万円

7.5%

教育費
178億7,152万円

19.8%

公債費
53億8,985万円

6.0%

その他
115億3,025万円

12.6%

自主財源
25%

歳入 歳出
依存財源
75%

その他使用料等
79億8,793万円
8.8%

地方交付税
165億1,006万円
18.2%

国庫支出金
263億8,606万円

29.2%

県支出金
107億2,063万円

11.9%

市債
97億6,480万円

10.8%
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